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1 ．はじめに
企業間における長期継続的な取引は，いわゆ
る日本的経営を構成する重要な要素としてしば
しば取り上げられてきたテーマである。一方，
近年の日本経済の衰退とともに取り上げられる
ことがめっきり少なくなってきたテーマでもあ
る。本稿では長期継続的取引を説明してきた主
要理論である取引コスト理論およびゲーム理論
の限界について論じた上で，企業成長の観点か
ら長期継続的取引の形成・展開について理論的
再構成を試みる。次に長期継続的取引の意義と
その限界について論じる。最後に上記の議論を
ふまえ，わが国の企業が抱える課題や強みにつ
いて論じることで，長期継続的取引の今後につ
いて考察することとする。
2 ．長期継続的取引とは
日本における長期継続的取引は，アベグレン
（2004a）らを嚆矢とするいわゆる日本的経営論
における主要なテーマとなってきた。日本的経
営は企業内部においては①終身雇用（定年
制），②年功序列，③企業別組合という「三種
の神器」によって特徴付けられる一方，企業間
の取引においては短期的・その場限りの取引－
スポット取引ではなく，長期継続的取引がしば
しば用いられているという指摘がなされてき
た。日本における長期継続的取引は，①かつて
の財閥などが銀行や商社を中心として株式を持
ち合うかたちで再結集し，グループ内で資金・
人材などを融通し合い，役員の相互派遣や相互
取引なども行う（六大）企業集団と，②完成品
メーカーを頂点として，その下に比較的少数の
取引先（下請企業）が階層的に結びついている
企業系列（ 1 ）などに典型的に見られる取引形態
であるということが指摘されてきた。企業集団
としては三井，三菱，住友，富士，第一勧銀，
芙蓉（三和）などの，旧財閥および大手都市銀
行の名称を冠する企業グループが挙げられる。
また企業系列としてはトヨタ，日産，日立，東
芝，松下など，わが国を代表する製造企業を中
心としてその下に部品メーカーが一時取引先，
二次取引先……というように階層的に構築され
た，納入先をほとんど変えることの無い企業グ
ループが挙げられる。企業集団および企業系列
は，英語としてそのまま「ザイバツ」や「ケイ
レツ」（ 2 ）と呼ばれるほど，海外でも知られる存
在となっていった。とりわけ1970年代から1990
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年代にかけて，企業集団や企業系列はこれまで
大きな力を持っていた欧米の垂直統合された巨
大企業を競争で打ち破っていった。企業集団や
企業系列はビジネスの世界では圧倒的な力を持
つものとして賞賛され，しばしば恐れられる対
象へと成長していった。
圧倒的な力を持つようになった企業集団や企
業系列は，一方では批判の対象となった。グ
ループ内部における長期継続的取引は経済的に
非合理的であるだけでなく閉鎖的であり，とり
わけ海外の企業が日本企業と取引を行う際の
「非関税障壁」になっているという点が当時し
ばしば指摘されてきた。賞賛と批判の双方が行
われる中，これらのグループに見られるような
長期継続的取引は日本企業における典型的な取
引関係としてとらえられ，日本経済が好調で
あった時期にはこれが日本企業の独自性および
競争力の源泉の一つとして考えられてきた。
3 ．企業成長の一方向としての長期継続的取引
⑴　なぜ長期継続的取引が行われるのか－取引
コスト理論およびゲーム理論による説明
先述した日本的経営における企業内における
特徴－終身雇用，年功序列，企業別組合が，儒
教を中心として構築された集団主義，忠誠心，
勤勉さなどといった文化的要因によってしばし
ば説明されてきた一方で，企業間における特徴
－長期継続的取引は，ウィリアムソンらを中心
に展開されてきた取引コスト理論による説明
や，社会的規範とその背景にある評判メカニズ
ムや繰り返しゲームにより期待される長期的利
益の帰結としての協調という観点から説明が試
みられてきた。
取引コスト理論は，「企業と市場」の境界を
決定する要因として，取引においてかかる費用
－取引コストの存在を挙げている。取引コスト
は①取引環境における不確実性・資産の特殊
性，②取引当事者における限定合理性・機会主
義などの存在によって発生するものとしてい
る。取引コストが増大するにつれ，企業は市場
における取引（短期的なスポット取引）ではな
く，取引を内部化－ヒエラルキーに統合するも
のとしている（Williamson, 1975）。こうした
「市場か組織か（make or buy）」という二元論的
立場を批判する展開として，市場と組織の中間
である「中間組織（今井・伊丹・小池，1982）」
や，「発言（voice）と退出（exit）（Hirschman, 
1970）」という概念から，長期継続的取引を分
析・解明する動きが行われてきた。
取引コスト理論は，コース（1937）による
「なぜ市場だけではなく企業というものが存在
するのか？」という問題提起を前提としてお
り，その後における研究も「市場研究からス
タートして，そこから組織が生まれるのはなぜ
か？」という観点から市場，企業をとらえてい
る。まず始めに市場ありき，という立場であ
る。市場における交換はあくまでスポット取引
に代表される短期・その場限りの取引が基本と
なっており，そこからさまざまな要因により組
織（ヒエラルキー），長期継続的取引が選択さ
れるものとして考えられてきた。
一方社会規範の形成についてゲーム理論の立
場から説明を行っている研究者らによると，市
場における一度限りの取引は非ゼロ和の「囚人
のジレンマ」ゲームとしてとらえることができ
ると仮定している。当事者が合理的に行動しよ
うとした場合，非ゼロ和の囚人のジレンマ状況
下においては，双方の利益の和を最大化するこ
とは出来ない。しかしゲームが繰り返し継続的
に行われた場合は，（相手が裏切らない限り）
互いに協調することで長期的には双方の利得の
和を最大化することが出来ると考えている。長
期継続的取引が好ましい規範として成立すると
いうことは，この場合「互いに協調し続ける」
ことを意味する。この立場によると企業が協調
を継続するのは，友情や信頼によるものではな
く，長期的な計算－「未来の影が十分に長けれ
ば，関係を続けることが将来自分のためにな
る」と信じるからである（Axelrod, 1984）。
しかし，日本における長期継続的取引に関し
ては，市場研究からスタートして分析を行うと
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いうアプローチは果たして本当に正しいのであ
ろうか。また，現実問題として企業の利得を最
大化することを目的として長期継続的取引が選
択され，持続していったのであろうか。筆者は
こうしたアプローチは現実を不十分にしか説明
していないだけでなく，歴史的順序および本質
的な観点からも正しくは無いと考える。スポッ
ト取引と比較して長期継続的取引は取引コスト
を削減することができるから，長期的な利得を
最大化することができるからという計算のもと
で企業は長期継続的取引を選択したのではな
く，組織の成長という観点から長期継続的取引
を選択したものと考える。すなわち取引に焦点
を当てるのではなく，組織に焦点を当てて長期
継続的取引を分析・解明することの重要性を以
下に論じるものである。
⑵　企業成長過程としての長期継続的取引
かつての日本企業は取引コストおよびゲーム
の利得の比較という観点から，スポット取引や
垂直統合ではなく長期継続的取引を選択したの
であろうか。先述した通り，その答えは恐らく
否である。日本企業の多くは取引コストを減少
させるためでもなく，利得を最大化させるため
でもなく，企業の成長をめぐる競争のために長
期継続的取引を選択したというのが本稿におけ
る立場である。競争の相手は当初は欧米の水
平・垂直統合された巨大企業であり，その後国
内の同業他社に変化していった。長期継続的取
引を活用することによって，日本企業の多くが
欧米の巨大企業との競争に伍することができる
ようになった（しかし国内企業同士の競争にお
いては，後述するようにマイナスの影響を及ぼ
した）。そこで以下に，日本における長期継続
的取引が実際にはどのようにして展開されて
いったのかについて簡単に歴史を振り返ってい
くこととする。
①　企業集団・企業系列の誕生
第二次世界大戦が終了した当時，日本企業の
ほとんどは小さく，取るに足らない存在であっ
た。戦火によって生産設備が壊滅しただけでな
く，GHQによる財閥の解体によって，かつて
の大企業は完全に力を削がれてしまった。単に
解体され競争力を失うだけに止まらず，その後
続いた社会的混乱により，財閥解体により生み
出された企業の多くが素性のはっきりしない勢
力による株の買占めなどのリスクにさらされる
こととなった。さまざまな社会・経済的要因に
より，こうした企業が復活することは二度とな
いと思われた。
しかしその後の東西冷戦を中心とした国際情
勢の変化により，解体された財閥および大企業
は次第にゆるやかに再結集することとなった。
先述した企業集団である。彼らはまず株式を相
互に持ち合うことによって外部勢力からの敵対
的買収を防ぎ，役員の相互派遣や社長会を通じ
て人的な結びつきを強めていった。また，同一
集団内部に銀行，総合商社，製造業やサービス
業などの企業群を包括的に網羅することによっ
て，企業集団はそれぞれが内部にフルセットの
産業構造を抱えることとなった。
一方，戦後急成長を遂げてきた新興の製造企
業も，当初はスクラップの兵器で鍋や釜を作る
ことで生計を立てているような有様であり，高
度で複雑な製品を自社で全て製造することは不
可能であった。GEやGM，フォードに代表され
るアメリカの企業と比較すると日本の製造企業
の規模は圧倒的に小さく，競争力は比べ物にな
らなかった。日本から輸出される家電製品や自
動車は相手にされず，メード・イン・ジャパン
は粗悪品の代名詞だった。そうした中，完成品
メーカーは製品の企画・設計と最終組み立てに
特化し，その下に一次下請，二次下請……とい
う風に，部品を供給する企業を階層的に構築・
系列化していった。「下請」の名前が示すとお
り，完成品メーカーとその取引先との関係は非
対称的（支配・従属関係）なものであり，取引
先はそれぞれ一社の完成品メーカーの系列下に
組み込まれ，他の完成品メーカーとは取引を行
わない仕組みが構築されていった。
企業集団において銀行は融資などの金融取引
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を通じてグループ企業の成長に大きな役割を果
たした。全国に展開する支店から集められた預
金はこれら企業の成長の原資となった。また，
メインバンクは通常は取引を通じてモニタリン
グを行う一方，主要取引先が危機に陥ったとき
はしばしば率先して債権をカットし，経営陣を
送り込み企業再生を行った（青木・パトリッ
ク，1996）。総合商社は人材や情報などを駆使
してグループ企業の販路を開拓するのに大きな
貢献をした。また企業系列においては完成品
メーカーは，支配・従属関係を利用して取引先
から利益を搾り取るのではなく，可能な限り取
引価格を考慮し，取引先の成長に対して積極的
に支援を行っていった（下川，1990）。
その結果，企業集団・企業系列のいずれにお
いても，企業は事業拡大のために必要な運転資
金を容易に調達することが出来た。また成長の
ための投資を長期的な視点から行うことが出来
た（ 3 ）。銀行は親密取引先－企業集団を構成す
る企業や，優良取引先-大手完成品メーカーお
よび彼らと長期継続的に取引を行っている安定
的な企業に対する融資を拡大することで成長す
ることが出来た。
企業系列における下請企業の投資は完成品
メーカーとの間でしか価値の無い関係特殊的投
資としての色彩が強かったものの，完成品メー
カーとの関係は長期継続的取引を前提としてい
たため，それらが「人質」となる心配をする必
要はほとんどなかった。下請企業は完成品メー
カーの希望に沿った品質の部品を生み出せるよ
うになり，その結果完成品メーカーの製品の質
の向上に貢献した。かつては粗悪品の代名詞で
あったMade in Japan は高品質の象徴とすら
なった。かつて取るに足らない存在であった日
本企業は，こうした長期継続的取引を基盤とし
たグループ化を通じて，自動車やオートバイ，
家電製品や精密機器などのさまざまな分野にお
いて欧米の競争相手に伍していける存在となっ
たのである。
②　 成長のための手段：ヒエラルキーと長期継
続的取引
ここまで企業集団，企業系列というかつてわ
が国を代表する企業のグループの形成について
論じてきた。そこで次に，なぜこれらの企業が
長期継続的取引という選択肢を選んでいったの
かについて考えていくこととする。
第二次世界大戦が終わった当時，欧米，とり
わけ戦災の影響を免れたアメリカの巨大企業と
日本企業の格差はきわめて大きいものであっ
た。19世紀半ば以降，アメリカの大企業は，近
代企業制度（Chandler, 1977），科学的管理法
（Taylor, 1947）などを中心とした諸要因によ
り，大量生産と大量流通を企業内に統合した競
争力に富んだ巨大組織の運営を可能にしていた。
彼らは事業活動を遂行することによって内部
に絶えず未利用資源を生み出し，その活用手法
を模索することによって新たな事業，新たな部
門を内部に生み出していった（Penrose, 1995）。
企業はトップ・マネジメントを頂点に製造・購
買・マーケティング……など，さまざまな機能
を内部化し，蓄積することにより，着実に成長
を遂げていった。また企業の合併・買収に対す
る社会的抵抗感がほとんど無かったため，
M&Aなどを通じた企業の統合が容易に行える
環境にあった。M&Aを通じて，企業は成長を
著しく加速することが出来た。例えばフォード
は鉄鉱石やゴムなど原材料の調達まで自社内に
取り込んでいた時期があった。設立当初は馬車
会社であったゼネラル・モーターズは買収によ
りさまざまなブランドを擁する世界最大の自動
車メーカーへと発展していった。いずれの企業
もサプライヤーとは市場取引をベースとして取
引を行うものの，必要とあらばサプライヤーを
買収し，統合することが出来，実際に行なって
いた。垂直統合・水平統合を行うことで企業は
規模の拡大と資源の蓄積を可能にし，20世紀の
企業の競争力を決定付ける要因－規模の経済と
範囲の経済を獲得することが出来たのである。
アメリカの大企業はこのように内製化するか，
市場取引を選択するか（make or buy）を選択
することによって，すなわち組織か市場かを取
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引コストに従って選択することによって成長し
ていったのである。
一方の日本企業は，こうした企業に追いつく
ためにそうした選択をすることが出来ない状態
であった。自前で内製化を進めるためには資源
の蓄積が必要であるが，資源の蓄積は皆無に等
しかった。サプライヤーを買収するための資金
もなく，あったとしても企業の買収は社会風土
的に難しかった。だからといって市場取引を通
じてサプライヤーから部品を購入しようとして
も，国内の企業は技術力・資金力の不足ゆえに
十分な品質が期待できなかった。海外から調達
しようとすると，高価であったし外貨の持ち出
しは厳しく制限されていた。従って内製化もで
きなければ市場取引を選択することも事実上，
出来なかった。アメリカの競争相手に伍して規
模の経済と範囲の経済を達成するためには，そ
れ以外の方法を考えることが必要になった。す
なわちmake or buy ではなく，make nor buy 
であった。そこで採用されたのが，お互いに独
立しながら長期継続的に取引を行うという選択
肢であった。取引コストに応じて市場か組織を
選択するのではなくて，競争相手よりも速いス
ピードで成長するために唯一残された選択肢-
長期継続的取引を選択せざるを得なかった。長
期継続取引をベースとしたグループを形成する
ことにより，グループ全体での規模の経済を達
成しようとしたのである。企業集団は，グルー
プレベルでの水平統合ないし多角化，企業系列
は垂直統合にきわめて似た構造となっている。
すなわち企業集団や企業系列に見られる企業の
グループ化は，ヒエラルキーを参考としつつ，
次善の策として権限ではなく長期継続的取引に
基づいて形成された一種の擬似組織（ 4 ），ある
いは企業同士がゆるやかに結び付いたネット
ワークとしてとらえることができる。
③　長期継続的取引がもたらした意図せざる強み
日本における長期継続的取引をベースとした
関係－企業集団・企業系列は当初，とりわけ海
外からは経済合理性のないものとしてとらえら
れてきた。また国内においてもイデオロギー的
観点からこれらのグループの前近代性が指摘さ
れ，批判されてきた。確かに企業集団に関して
は，銀行や商社の力が弱体化し，整理・統合が
行われる一方で製造企業が自力でファイナンス
図表 1　大量生産方式とリーン生産方式
大量生産方式の特性
特化型の機械
生産期間が長い
稀な製品変更
狭い製品ライン
マス・マーケティング
労働者に要求されるスキルの低さ
特化した職務
中央の専門知識とコーディネーション
ヒエラルキー型の計画とコントロール
逐次的な製品開発
静学的最適化
数量の重視
高在庫
サプライ・マネジメント
在庫生産，および顧客との限定的なコミュニケーション
従業員やサプライヤーとの市場取引
垂直統合
リーン生産方式の特性
フレキシブルな機械，および低いセットアップ費用
生産期間が短い
頻繁な製品改良
広い製品ライン
ターゲットをしぼった市場
高いスキルの多能工としての労働者
労働者のイニシアチブ
ローカルな情報と自己管理
水平的コミュニケーション
開発のためのクロス・ファンクショナル・チーム
改善の持続
コストと品質の重視
低在庫
ディマンド・マネジメント
受注生産，および顧客との広範なコミュニケーション
信頼ベース型の長期関係
外部サプライヤーへの依存
出典，ロバーツ（谷口訳，2005）
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や海外市場の開拓を行える環境が整備されるよ
うになるとほとんど存在意義を持たなくなっ
た（ 5 ）。しかし，少なくとも企業系列に関して
は当初は予期しなかった強みを比較的長期にわ
たり生み出していった。
第一に，系列内でお互いに独立することに
よって完成品メーカーはスリムな組織構造を維
持することができ，そのことが効率的なマネジ
メントを可能にしていった。第二に，下請企業
は特定の工程に専念することによって専門知識
および技術を深く掘り下げることが可能となっ
た。第三に長期継続的取引を通じて両者は協調
的な関係を構築し，設計の初期段階から協力し
ながら製品開発を行う「デザイン・イン」など
の，画期的な手法を生み出していった。
さらにこうした関係に基づき，一部の企業は
統合された企業よりも柔軟かつスピードのある
画期的な組織体制－リーン生産方式（Roberts, 
2004）を身に付けることが出来たのである（図
表 1 ）。こうした組織体制（または組織間体
制）の下では，企業の能力は企業内だけでなく
緊密な関係を構築している下請企業との関係，
グループ内にも蓄積される。企業の成長と下請
企業との関係は密接不可分だったのである。
₄ ．長期継続的取引の限界
長期継続的取引，とりわけ企業系列における
それは統合化に準じた次善の策として採用され
たものであった。しかしリーン生産方式に代表
される通り，企業に予期せぬメリットをもたら
した。
しかし，こうした関係は後に大きなデメリッ
トをももたらした。第一にこうした結びつきの
存在は企業およびグループ間の同質的競争（宇
田川・橘川・新宅，2000）を招き，そのことが
企業の競争力を根本から奪っていった。ほとん
どの企業が同じような製品，同じような事業シ
ステムで競争を行うようになり，それはしばし
ば国内における激しい価格競争を生み出して
いった。自動車業界でも家電業界でも，日本国
内における企業の数の多さと，そこから生み出
される過当競争は有名であった。
第二にそうした結びつきを深めれば深めるほ
ど当事者間に過度の依存，双方への甘えを生み
出し，より広範かつ多様な取引先の拡大を怠る
要因となった。その結果外の世界で起こってい
る変化に気がつくことができず，日本企業が劇
図表 2　長期継続的取引がもたらしたもの
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的なイノベーションに乗り遅れる契機となっ
た。とりわけインターネットなどの新しい技術
に関しては，発展途上国にすら遅れを取る体た
らくであった。
第三に競争により成功を収めた企業は，成長
の結果生み出された果実－未利用資源の蓄積に
よって，グループの成長ではなく自社を拡大・
成長させようという誘惑に駆られた。しかし自
社の拡大・成長は内部化・多角化をともない，
従来の長期継続的取引関係における当事者間の
パワーおよび依存関係の不均衡，ひいてはお互
いに対する信頼感の喪失などを引き起こした。
その結果例えば金型産業などの技術および産業
の海外流出などに見られるような，国内企業の
競争力の源泉の喪失を引き起こすこととなっ
た。
最後にこうした長期継続的取引により結びつ
いていた企業グループは，伝統的な企業とほぼ
同様の論理で成長していったため，多くの場
合，巨大企業が競争力を喪失する－巨大さが企
業の競争力を決定する要因ではなくなったのと
相前後して競争力を失っていった。とりわけ
1990年代後半においては多くの子会社が設立さ
れ，事業は重複し，企業内および企業グループ
内に大きなムダが発生した（ 6 ）。その結果，企
業は成長するというよりもむしろ肥大化してい
き，その後の長期にわたって企業を苦しめる遠
因となった。そして現在に至っても企業の方向
性は定まったとは言いがたい状況にある。（図
表 2 ）。
5 ．長期継続的取引は終わったのか
企業間における長期継続的取引はもはや過去
の遺物であり，捨て去るべきものなのか。市場
は万能であり，企業は短期的な結びつきを求め
て絶えずさまよう必要があるのだろうか。企業
との取引関係は，ドライなアウトソーシングの
ように価格をベースにして絶えず変更し，取引
コストが増大した場合は見直し，場合によって
は買収などにより内部化するか解消すべきもの
なのか。
確かに企業集団のような結びつきは既に過去
のものとなっている。グループ企業の自律性を
維持するために導入された株式の持合はバブル
崩壊後，巨額の含み損失の処理の過程で苦しみ
をともないつつ解消されていった。とりわけ企
業集団の中核に存在していた大手銀行の苦しみ
は大きく，自らの破たんや救済合併，統合など
を通じて再編され，現在では十数年前と全く異
なる姿を現している。その結果，企業集団は形
骸化が著しい勢いで進展していった。家電産
業・エレクトロニクス産業などにおいては，パ
ナソニックやソニー，シャープといったかつて
の日本を代表する完成品メーカーそのものの存
続が大きな課題になりつつある。企業系列がい
まだ機能しているように見える自動車産業にお
いても，日産自動車に見られるようにコスト削
減を理由に従来の系列関係を全面的に見直した
ところも存在している。企業集団はともかく，
企業系列においても長期継続的取引はその価値
を根本的なレベルで見直すことを迫られている
ようにも見える。しかし，果たして，本当にそ
うなのか。
2011年 3 月11日，マグニチュード9.0という
過去最大級の地震と津波が東日本を襲い，多く
の企業が壊滅的な打撃を受けた。発電所も被災
し，電力不足がそうした企業に追い討ちをかけ
た。自動車産業では，部品メーカーが被災し，
完成品メーカーは自社製品を組み立てるために
必要な部品を調達できないという状況に陥っ
た。かつて閉鎖的だと指摘されてきた企業系列
はよりオープンなサプライヤーシステムへと変
化していたため，影響は世界に及んだ。しかし
トヨタを中心とした多くの完成品メーカーは早
速現地に支援のための技術者を送り込み，取引
先の早期復旧をサポートしていった。また複数
の企業にマイコンを納入しているルネサスエレ
クトロニクスに対しては，完成品メーカーだけ
でなく部品メーカーなども含めたさまざまな企
業が支援に参加し，わずか 3 ヶ月程度で震災前
の生産水準を確保することが可能になった（佐
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伯，2012）。もしこうした支援がなければ，急
速な復旧が不可能になるどころか，企業そのも
のの存続，広汎なサプライヤーシステム，ひい
ては産業全体を危機に陥れる可能性があったか
も知れない。市場取引のみの関係であったなら
ば，これらの企業は破たん処理され，これまで
蓄積されてきた知識や技術・ノウハウもまた消
失してしまう可能性があっただろう。
さまざまな課題を抱えてはいるものの，長期
継続的取引は日本企業，とりわけすり合わせが
重要な業種において強さの源泉であり続けた。
かつてチャレンジャーであった日本企業の多く
は，少し前からフロントランナーになった。そ
うした中で苦しんでいるように見えるのは，か
つては与えられた目標を効率よく達成すること
を求められていただけのものが，今では自力で
新たな目標を探さなければならない立場に置か
れたからかも知れない。そうであるなら，長期
継続的取引に基づくサプライヤーシステムのメ
リットを捨て去るのではなく，それを維持しつ
つ，より頑強なシステムを構築することが当面
の課題となろう。例えば藤本（2012）は，ひと
つの処方箋としていざという時のためにサプラ
イヤー・システムの「バーチャル・デュアル
化」を提唱している。ここ十数年，硬直化・形
式化した長期継続的な関係は，完成品メーカー
にとってコストを削減する都合の良い道具とし
て，サプライヤーにとっては安直な取引先の確
保の手段として用いられてきた感がある。こう
した関係をより有機的なものに変え，企業間の
コミュニケーションをより密接にしていけばそ
れはイノベーションの源泉となる可能性を秘め
ている（Damanpour, 1991）。FCV（燃料電池
車）などのような次世代製品の開発において，
トヨタのような企業は，既にそれを実践してい
るように見える（ 7 ）。日本企業は，長期継続的
取引というかつての強みを過去のものとして捨
て去るのではなく，形を変えながらより強化し
ていくことが求められているのかも知れない。
6 ．結論
日本企業における長期継続的取引の形成・展
開は，取引コストの削減や繰り返しゲームにお
ける利得の最大化ではなく，企業および企業が
属しているグループの成長を志向して行われ
た。成長することによって欧米の巨大企業との
競争に打ち勝つことができ，多くの企業が長期
継続的取引を通じて結びつきを強めていった。
その過程では取引先の支援や育成など，自社を
成長させるのと同様な試みが行われるなど，市
場取引をベースとして説明することが不可能な
行動が見られた。
こうした行動を説明するためには，市場取引
に着目するのではなく，企業組織の成長に焦点
を向ける必要がある。戦後日本企業は欧米，と
りわけアメリカの多角化・垂直統合した巨大企
業との競争にさらされたため，急速に成長する
ことが求められた。しかし統合すること，市場
取引を通じた成長が困難であったため，それら
に代わる手段-長期継続的取引を選択せざるを
得なかった。その結果として企業集団や企業系
列が形成された。そうした意味で企業集団や企
業系列は一種の擬似的な企業体としてみること
も可能である。こうした結びつきは結果的に海
外の巨大企業との競争においては有利な結果を
もたらした。とりわけ，企業系列における長期
持続的取引は完成品メーカーにもサプライヤー
にも大きな成長機会をもたらすだけでなく，
リーン生産方式などの画期的なイノベーション
を引き起こした。しかしその一方で，取引コス
トなど市場要因に基づく問題ではなく，企業の
成長に由来するさまざまな組織的問題をも生み
出した。
さまざまな問題を抱えてはいるものの，一部
の企業にとっての長期継続的取引は相変わらず
強みとなっている。これからも長期継続的取引
を自社にとっての強みとするためには，これま
でとは異なる方向への成長-すなわち同質的競
争を避け，新たな技術・知識を取り込むための
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仕組み作りや，相互の信頼，スリムさを維持し
ようという努力が求められよう。相矛盾する考
え方だが，効率性と頑強性の双方を追及するこ
とが求められよう。長期継続的取引を企業集団
や企業系列に典型的に見られる過去の遺物とし
て捕らえるのではなく，新たな視点からそのメ
リット，デメリットについて冷静に考察するこ
とが求められよう。
注
⑴　現在は多くの場合サプライヤーシステムと呼称さ
れているが，本稿では歴史的記述を多く用いるた
め，特段の理由が無い限りそのまま企業系列とい
う言葉を用いている。
⑵　ただし，海外ではしばしば両者を混同してとらえ
ているようだ。ポーターら（2003）においても，
企業集団のことをケイレツと論じており，そうし
た記述は数多く見られる。
⑶　運転資金の貸出は通常 1 年以内に返済を求める短
期融資であったが，それらは通常「ころがし」な
どと呼ばれており，親密取引先に対しては利息の
みの返済を求める一方でほぼ自動的に更新されて
いた。つまり，実質的には長期資金とほぼ同じで
あったと言える。
⑷　企業集団や企業系列をヒエラルキーに準じた擬似
的な組織としてとらえる見方は，かつて欧米では
一般的であった。例えばカリフォルニア州立大学
のMark Fruin教授は，「日本の大企業は個々に見れ
ば小さく統合化や多角化を進めていないが，他の
企業と系列的関係をもった〈企業集団〉として統
合化され多角化されているのである。この意味で
〈企業集団〉を一つの企業単位とみれば，日本の大
企業は必ずしも〈スモール〉ではない。日本の企
業集団は，統合化され多角化された諸事業が事業
部として単一の企業内部にがっちりと組み込まれ
ているアメリカの大企業と組織形態は違うが，同
じような能力をもっているのである」と述べてい
る（日本経済新聞，1985年 3 月16日）。
⑸　かつて週刊東洋経済は臨時増刊で毎年『企業系列
総覧』を発行し，その中には必ず 6 大企業集団の
記事が掲載されていた。しかし1980年代，90年代
をピークにして，21世紀になるとそうした記述は
完全に消滅してしまった。
⑹　アベグレン（2004b）によると，かつてのソニーは
1174社，日立は1111社もの子会社を抱えていた。
子会社の数がこれだけ増えれば，トップは子会社
の名前すら覚えることは出来ないはずである。
⑺　トヨタはモーターに強いデンソー，ギアに詳しい
アイシン精機など，「グループ内」に幅広いエンジ
ニアを抱えていたからこそ，他社に先駆けてHV車
「プリウス」を1997年に発売できた。トヨタのHV
システムはタンクや電池を入れ替えるだけでFCV
に応用できるという（日本経済新聞，2012年11月
17日）。
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